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生活・療養環境による要望特性に応じたがん情報提供・相談支援体制の在り方： 

地域ニーズの検証と活性化人材の育成と普及に関する研究 
- がん診療連携拠点病院におけるがん情報提供・相談支援の実効性解析， 

活性化支援人材介入モデルの検討 - 
 

研究分担者 片渕 秀隆 熊本大学大学院生命科学研究部 産科婦人科学 教授 
 

研究要旨 
がん対策推進基本計画の重要施策の一つである「がんに関する相談支援と情報提
供」は、がん相談支援センターの低い認知度、施設間や地域間格差などによりい
まだ十分に機能していない。本研究では、地域の情報提供・相談支援体制を効率
化するために不可欠な人材の育成を通じて、相談支援・情報提供体制の在り方を
考え、療養を含めた地域情報づくりモデル等を提案することである。本年度は、
情報提供体制に関するアンケート調査による地域ニーズの抽出への協力と、熊本
県で既に育成を開始した活性化人材介入モデルに関する活動を行った。これらの
活動は、分担研究項目であるがん診療連携拠点病院におけるがん情報提供・相談
支援の実効性解析、活性化支援人材モデルの検討を行うために必須のステップで
ある。具体的には、①熊本県がん診療連携協議会を通じ、がん診療連携拠点病院
におけるがん情報提供・相談支援の実態把握を試み、その利用率の向上への課題
を明らかにした。②熊本県における情報提供・相談支援に関わる施設へのアンケ
ートによる「がん患者さんとご家族向け支援の実態調査」を実施し、情報、窓口
の整備、認知、啓発、研修教育の機会の確保などの課題を明らかにした。③がん
医療ネットワークナビゲーターの育成活動全体を統括するとともに、熊本県での
活動を促進し、同県からシニアナビゲーター計10名を輩出、養成制度新規参加者
32名を得た。④上記部会相談員ワーキンググループの会議や県内で開催される講
演会や研究会等にナビゲーターの参加を促し、情報共有と顔の見える関係づくり
を行った。⑤県医科歯科連携協議会、県がん患者等就労支援ネットワーク会議で
ナビゲーター活動を紹介し理解を得た。 

 
 
Ａ．研究目的 
1) それぞれの地域で異なる多様なニーズに
対応し、その地域に存在する求められるも
のへと正確につなぐ＜地域完結型情報提
供・相談支援体制＞の確立を目指す。その前
提として必要とされる「がんの情報提供や
相談支援に関する地域のニーズや問題点」
を明らかにする。 
2) 地域の情報提供・相談支援体制とこれを
補強する人材養成プログラムとを検証し、
地域ニーズの抽出に基づく相談支援・情報
提供体制の在り方、これを効率化する人材
の育成と介入モデル、療養を含めた地域情
報づくりモデル等を提案する。 
 
Ｂ．研究方法 
1) がん診療連携拠点病院の相談支援センタ
ー/地域統括相談支援センター/医療・ケアネ
ットワーク等を対象としてアンケート調査
を行う。 
2) がん医療ネットワークナビゲーター（以

下、がんナビと略す）養成プロジェクト
（H26-がん政策-一般-007）でモデル事業の
対象県である熊本県において、養成のため
のシステム作り、育成したがんナビの現状
の調査、活躍の場を提供できる体制、継続教
育の保障を構築する。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究では介入試験は行わないが、モデル
事業における評価は疫学研究の対象になる
と考えられ、「人を対象とする医学系研究に
関する倫理指針」を遵守してこれを行う。 
 
Ｃ．研究結果 
1) 頻回の議論に参加し、アンケート調査を
完成した。熊本県における病院・診療所・地
域統括センター・訪問看護ステーション・居
宅介護事業所・保険著剤薬局・市町村の窓
口・保健所・公共図書館・患者会などのリス
トアップを行った。熊本県 521 施設へアン
ケートを送付した。その結果、191 施設から 
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回答を得た（回収率：36.7％）。その結果の
詳細は、分担研究者である渡邊清孝医師に
より報告される。 
2) 熊本県におけるがん情報提供・相談支援
に関わるがんナビの周知、育成、現状調査を
行い、活躍の場を提供できる体制、継続教育
の保障の体制の構築を開始した。 
 がんナビの周知・育成の活動として、①１
年に 4 回開催される熊本県がん診療連携協
議会幹事会相談支援情報連携部会（以下、相
談支援情報連携部会）（部会長：片渕秀隆）
の場においてがんナビの報告を毎回行った。
会議の場を通じ拠点病院、歯科医師会、薬剤
師会、看護協会、行政へ情報提供を継続的に
行った。②県医科歯科連携協議会、県がん患
者等就労支援ネットワーク会議において情
報提供を行った。③相談支援情報連携部会、
県医科歯科連携協議会、県がん患者等就労
支援ネットワーク会議、保健調剤薬局（在宅
医療研修会）が主催した医療者向け講演会、
相談支援情報連携部会、県がん患者等就労
支援ネットワーク会議が主催した市民向け
の公開講座でがんナビの情報提供を行った。 
 がんナビの現状調査として、熊本県で既
に認定された 7 名のがんナビに活動状況の
実態に関するアンケート調査を行った。7 名
中 2 名が活動を行っており、個別の事例の
把握が出来た。 
活躍の場の提供の枠組みとして、熊本県が
ん専門相談員ワーキンググループと会議、
研修会の参加を勧め、顔のみえる関係の構
築と活動の場の模索を行った。継続研修を
保障する仕組みとして、メーリングリスト
を構築し、相談支援情報連携部会が開催す
る研修会のみならず、県内の医療者向けの
がんに関わる講習会やカンファレンス等を
周知し参加を促した。 
 
Ｄ．考察 
 本研究の背景には、がん対策推進基本計
画の重要施策の一つである「がんに関する
相談支援と情報提供」が未だ十分に機能し
ていないことがある。現在のがん診療連携
拠点病院における「がん相談支援センター」
の認知度の低さとともに、着実に増えて来
ている相談件数、相談内容の高度化、多様な
ニーズに十分に対応するにはハード面、ソ
フト面ともに不十分であることは既に報告
されている。「がん相談支援センター」の活
動にも限界がある。そのためには、市井にあ
ってがんの情報提供や相談支援への手助け
ができる人材の育成が急務であり、この点
に本研究の最大の意義がある。そのための
活動は、地域間の大きな実情の差を考慮し
ながらも、全国展開をしていかなければな
らない。熊本県では、様々な立場の人材がが
んナビの候補者となるように周知活動を継

続していく。同時に、養成されたがんナビの
現状調査、「がん相談支援センター」との顔
の見える関係作り、地域で活動する場を模
索の体制づくり、地域で必要とされている
情報の取得の仕組み作り、地域での継続研
修の場の提供を開始した。熊本県では先行
した活動を継続し成果を全国に還元して行
く予定である。 
 
Ｅ．結論 
本研究の目的を達するためには、まずが

んナビを全国へ展開すること、次に養成さ
れたがんナビに必要と考えられる、がん拠
点病院での認知、「がん相談支援センター」
との関係、活動の場の設定、継続研修の整備
を続けることが必要である。地道な作業で
あっても、がん対策推進基本計画の目指す
ところを達成するためには、本研究のよう
な活動は継続していく必要があると考える。 
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